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見通しに関する注意事項
本資料に記載されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくもので、種々の要因により影響を受けることが
ありますので、実際の業績は見通しから大きく異なる可能性があります。従って、これらの将来予測に関する記述に全面的に依拠することは差し控える
ようお願いいたします。また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づきこれらの将来予測を更新する義務を負うものではありません。

伊藤忠商事株式会社 (8001)
2026年8月3日

2026年度 第１四半期 決算説明資料

The Brand-new Deal

CFO兼CXOの中です。
お忙しい中ご参加いただきまして、誠にありがとうございます。2026年度第1四半期決算
についてご説明させていただきます。
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2026年度第1四半期の実績は連結純利益2,938億円、基礎収益2,495億円となり、中でも
基礎収益は前年同期比＋38％で、＋685億円の増益です。

一過性利益は、2025年度第1四半期にC.P. Pokphandの売却に伴う利益約880億円に
加え、PROVENCE HUILESやジャムコ売却等の利益が集中した一方、今年度はアゼル
バイジャンの石油権益売却を中心に445億円に留まり、前年同期比の反動で△585億円

減益となっております。一方、それを超える基礎収益の伸長があり、連結純利益は
＋98億円の増益となりました。

スライドに記載の通り、連結純利益、基礎収益共に第1四半期の決算として過去最高、
また第1四半期に限らず、過去の全四半期の決算においても最高益となっております。
第1四半期は基礎収益が前年同期比＋38％と極めて好調で、全セグメントで増益と
なっております。非資源の基礎収益は2,115億円と、第1四半期として過去最高となり、
初めて2,000億円を超過しました。
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進捗率26年度通期見通し前年同期比25年度1Q実績

31%9,500(+3%)+982,9382,839連結純利益

28%9,000(+38%)+6852,4951,810基礎収益

−一過性損益： 900
バッファー：▲400(−)△5854451,030一過性損益

2026年度第１四半期 ハイライト①
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(単位：億円)

＊過去最高

過去最高益更新：連結純利益(2年連続)・基礎収益共に1Q決算として過去最高
好調な基礎収益：前年同期比+38％、全セグメントで増益達成
高い進捗率：年間計画対比の進捗率は連結純利益: 31%・基礎収益: 28%といずれも高進捗

＊

＊

28%7,470(+38%)+5802,1151,535非資源

25%1,530(+38%)+105380275資源

＊

26年度1Q実績



今年度の施策として、収益基盤の強化に向けて1.5兆円規模の投資を計画しています。
その中で、CAPEX約3,000億円を除いた新規投資1.2兆円について進捗を記載しています。

第1四半期の投資実績は約3,120億円、これに本日開示したAviation Capital Group
（以下、“ACG”）への投資等の決定済み案件約3,600億円を加えて、約6,700億円が既に
実行もしくは投資を確定しており、進捗は5割を超過、順調に投資を積上げております。
また株主還元については期初に公表した3,000億円の自己株式取得を決定しております。
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2026年度第１四半期 ハイライト②
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成長投資 株主還元

3,000億円の自己株式取得を決定
通期で新規投資1.2兆円(*)を見込む中、
現時点で約6,700億円の投資を確定

現時点で5割を超える進捗
今後も順次成長投資を実行予定 期初公表の自己株式取得3,000億円を決定し、

市場へのコミットメントを着実に遂行

現時点 通期見通し

1.2兆円

約3,120億円

ACG50%取得 約3,100億円 等

1Q投資実績

決定済案件 約3,600億円

(*) CAPEX（約3,000億円）を除く

(除くCAPEX)

新規投資

高効率経営の継続

期初見通しの総還元性向64%を実行

ROE 約15%



こちらが第1四半期の実績、増益の内訳となります。

一番左に2025年度第1四半期の基礎収益1,810億円を記載しています。そこから右に
まずは資源価格影響＋40億円の増益、為替影響は期中平均レートが約15円の円安
となり、＋120億円の増益となっております。

また、中東影響は期初計画では年間△75億円と見込んでおりました。エネルギー価格

の上昇に伴うコスト増加や、中東関連ビジネスの停滞等のマイナス要因はありましたが、
一方で基礎化学品での市況上昇に伴う採算改善等が寄与し、第1四半期における中東
影響は＋50億円でした。
次に前期不調事業のターンアラウンドは、年間＋250億円を計画しており、予定通り進捗
しております。また新規投資については、2025年度や2026年4月に投資実行した案件
から＋110億円の利益貢献があります。一番右側に記載のオーガニック成長については、
為替や中東影響等を除いて＋315億円の増益です。主要内訳に記載の7社で、200億円
以上のオーガニック成長による増益をしています。

結果、第1四半期の基礎収益は2,495億円、一過性利益を加え連結純利益は2,938億円
となりました。資料上部に基礎収益が前年同期比＋685億円、＋38％の増益と記載して

います。当該資料の中央より左側、資源価格、為替や中東影響等のいわゆる市況・
為替要因で＋210億円の増益となります。一方、中央から右側の、合計で＋475億円が
継続性のある利益の底上げを記録した結果と捉えております。
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新規投資 オーガニック成長
+110 +315

+50中東影響
+50

• デサント
• 北米電力
• 東京センチュリー
• CM
• Dole
• ETEL
• CTC 等

主要内訳：主要内訳：

+15• 原料炭2案件
+18• IFL 

等

• 日立建機
• 北米電力
• 伊藤忠食品
• サンフロンティア不動産 等

等

25年度

26年度

前期不調事業
ターンアラウンド完遂済

• 北米電力
• セブン銀行
• アンドファーマ

(Metsä Fibreの
連結除外)

2,938

連結純利益
26年度1Q

716

2,221

資源

非資源

(単位：億円)

445
一過性損益

76%
非資源比率

2,495

基礎収益
26年度1Q

380

2,115

資源

非資源

85%
非資源比率

340• CIECO Azer売却
90• 日立建機関連

主要内訳：

1,810

25年度1Q

275
資源

非資源

1,535

85%
非資源比率

基礎収益

・
US$106→US$ 98

＋ 25鉄鉱石・
＋ 15石炭・

＋ 110・ 非資源
＋ 10・ 資源

・
159.57→144.59

鉄鉱石 円/US$

＋580 ／ ＋105資源非資源 （＋38%） （＋38%）

前年同期比 ＋685（＋38%）

資源価格影響
+40

為替影響
+120

＋60

＋50

2026年度第１四半期実績

基礎化学品
市況上昇

【＋】

エネルギー価格上昇
によるコスト増

【△】

中東関連ビジネス
停滞

【△】

主要内訳：
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前年同期比26年度1Q25年度1Q

連結純利益一過性基礎収益連結純利益一過性基礎収益連結純利益一過性基礎収益

＋ 55＋ 5＋ 501441013489584繊 維

＋ 228＋ 40＋ 1885489545332055265機 械

＋ 123△ 5＋ 128459▲ 5464336−336金 属

＋ 448＋ 345＋ 103643345298195−195エネルギー・化学品

△ 32△ 85＋ 53307−30733885253食 料(*1)

＋ 27−＋ 27139−139112−112住生活

＋ 44−＋ 44205−205161−161情報・金融

＋ 22△ 5＋ 27126−126104599第 ８(*1)

△ 817△ 880＋ 63366−3661,184880304その他及び修正消去

＋ 98△ 585約＋ 6852,938445約2,4952,8391,030約1,810合 計

△ 346△ 925＋ 5802,2211052,1152,5671,0301,535非資源

＋ 445＋ 340＋ 105716340380272−275資源

△ 15pt−△ 0pt76%−85%90%−85%非資源比率

5

＊過去最高

(単位：億円)

(*1) 26年度より、ファミリーマートの取込損益を食料：第８= 3：7 の比率で配分。25年度実績についても組替えて表示。

2,495

1,810

2,1151,535
非資源

(過去最高)

非資源

26年度1Q25年度1Q

全セグメントで増益
セグメント別基礎収益

セグメント別連結純利益

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

青枠で囲っております基礎収益は、8カンパニーに加え、主にCITICで構成される「その他
及び修正消去」も含めた全9セグメントで前年同期比増益となっております。
また、金属カンパニーと住生活カンパニーを除いた6カンパニーは基礎収益が過去最高

となっております。このスライド上には記載しておりませんが、部門別で見ても全て増益
となっております。

当社は「平均点経営」を標榜しておりますが、強い分野をより一層強く伸ばす、それ以外
の分野も確りと底上げを行うということが、全カンパニー・全部門において実践できて
いる結果だと考えています。
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こちら2つのグラフは、左側に過去5年間の第1四半期の基礎収益、右側に2025年度
第1四半期から2026年度第1四半期までの単四半期の基礎収益を示しています。

当社は分野分散の効いたポートフォリオ、ボラティリティの低い底堅い収益基盤を有して

いると自負していますが、基礎収益については、ここしばらくやや停滞していたと捉え
られていたかと思います。今回は、その基礎収益が大きく伸長しており、新たな収益
ステージに入ったことをご理解いただきたいと思います。
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1,440 1,435 
1,545 1,535 

2,115 

670 
465 475 

275 
380 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

非資源 資源

基礎収益推移

6

強みの非資源は成長加速

資源も下げ止まり

2025年度 2026年度

非資源・資源 基礎収益推移 単四半期 基礎収益推移

稼ぐ力は着実に増加

(単位：億円)

(過去5年間の1Q実績) (25/1Q〜26/1Q)

1,810 

1,980 1,945 2,080 

2,495 

25/1Q 25/2Q 25/3Q 25/4Q 26/1Q



続いて、9ページです。
今回、セグメント別通期見通しを一部変更しました。機械カンパニーは1,800億円から
2,200億円に400億円上方修正、エネルギー・化学品カンパニーは755億円から
1,115億円に360億円上方修正、一方で、その他及び修正消去セグメントを760億円下方
修正しています。全社の見通しは9,500億円で変更しておりません。

機械カンパニーは、本日公表したACGへの出資に伴う利益取込が第4四半期から始まり
ます。また、ACG取得の一連のディールとして、東京センチュリーの社債型種類株式の

引受に伴い一過性利益が発生する見込みです。更に、日立建機の上方修正、その他の
事業の好調な推移を反映し、400億円上方修正しました。内訳は、基礎収益＋約80億円、
一過性利益＋約320億円です。

エネルギー・化学品カンパニーは、第1四半期でCIECO Azerの売却益340億円が実現、
加えて化学品事業の極めて好調な進捗を反映し、360億円の上方修正としました。

一方、その他及び修正消去セグメントは期初説明の通り本セグメントで一括して織り
込んでいた一過性利益相当分等を減少させた形です。
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コメント進捗率
連結純利益 通期見通し26年度1Q実績

増減修正見通し
(8/3公表)

期初見通し
(5/1公表)連結純利益一過性基礎収益

デサントの好調な推移等により順調に進捗28%−52052014410134繊 維

・ 北米電力事業や日立建機等が好調に推移
・ 一過性利益等もあり期初見通しを上方修正25%+4002,2001,80054895453機 械

・ 鉄鉱石・石炭事業含め総じて堅調に推移
・ 原料炭2案件のターンアラウンドも想定通りに進捗27%−1,7201,720459▲5464金 属

・ 化学品事業等が好調に推移
・ 一過性利益等もあり期初見通しを上方修正58%+3601,115755643345298エネルギー・化学品

Dole、ファミリーマート、北米穀物関連事業等の堅調な推移により順調に進捗27%−1,1551,155307−307食 料

北米建材事業の低調な推移に加え、不動産物件売却が下期偏重となること等
により低進捗22%−630630139−139住生活

・ 下期偏重型のセグメント
・ CTC、海外リテール金融事業等の堅調な推移により順調に進捗21%−970970205−205情報・金融

・ ファミリーマートが好調に推移
・ セブン銀行やアンドファーマの着実な利益貢献もあり高進捗40%−315315126−126第 ８

・ CITICが堅調に推移
・ 確定した一過性利益等を機械、エネルギー・化学品へ振り替えたことにより、

通期見通しを修正 ※バッファー▲400億円は変更なし
42%△7608751,635366−366その他及び

修正消去

31%−9,5009,5002,938445約2,495合 計

9
＊過去最高

(単位：億円)

セグメント別通期見通し

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊
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成長投資による新たな中核事業創出
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1. Aviation Capital Group(ACG)へ50%出資
• 東京センチュリー(当社30%出資先)より、

ACGの50%持分を取得、双方50%出資の
共同経営体制へ （持分法適用会社化）

• 投資額：1,946百万ドル（予定）
• 実行予定：26年度3Q

2. 東京センチュリー社債型種類株式引受
• 引受総額：100億円
• 実行予定：26年度2Q
• 同社の財務基盤強化を含め更なる関係強化へ

案件概要

8%以上のROI実現 を目指す

米国大手航空機リース会社へ出資、「航空関連事業」を新たな収益の柱へ

500億円へ
■ 将来利益目標（航空関連事業）

案件説明会資料

26年度 27年度

160億円

300億円

（ACG取込は4Qのみ)

ACGを「航空機アセットプラットフォーム」としてバリューチェーンを拡大

航空機パーツアウト・
部品販売・エンジンリース等

海外投資家向け
航空機アセットマネジメント

国内投資家向け
航空機アセットマネジメント

機体販売

世界第９位
航空機リース会社

アフターマーケット

航空機整備事業

決定済案件

トレード拡大 ACGリース先向けのビジネス展開

新造機調達
に強み

収益の柱となる事業(ACG)を
獲得すると共に、本ビジネス領域に
おける中核事業に据えることで、

周辺事業の成長が加速

5年後目途

次に11ページ、本日公表したACGへの出資、東京センチュリーの社債型種類株式の
引受についてご説明します。本日16時から共同説明会も実施しましたが、この場では
伊藤忠の立場からのご説明をしたいと思います。航空機リースを含め、リース事業の
利益伸長にはアセットの積上げが必須です。従い、一般的には投資効率が高くない
事業と見られていると思います。その中で、何故当社が今回の投資判断をしたのかに
ついてご説明します。

まず、本案件は伊藤忠と東京センチュリーがACGを50％ずつ保有する取組みです。
当社は東京センチュリーに30％出資しており、東京センチュリーを通じて間接的に保有
する15％分も含め、直接・間接で実質的にACGの65%を持分法適用のアセットライトな
形で保有できることになります。

ACGは世界第9位の航空機リース会社であり、エアバス・ボーイングから直接新造機を

発注できるという強みを持っています。こうした競争優位性を今後も維持・強化していく
ためには、更なる事業規模の拡大が必要です。東京センチュリーの完全子会社の状態
では、リスク許容度や資本効率といった観点で一定の制約がありました。ACGは資金
調達を殆どスタンドアローンで行っていますが、今回、伊藤忠・東京センチュリー共に
持分法適用とすることで、そうした制約が緩和され、資産規模を積上げ、事業規模を
拡大していけるものと考えています。
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もう一点、今回の社債型種類株式100億円の引受について、ACGが連結子会社から

外れ持分法適用会社になるにあたり、東京センチュリーが資本・資金調達の見直しを
行った結果、信用格付水準の維持・向上による財務健全性の確保という観点から社債
型種類株式の発行を決められ、当社がそれを引受けるものです。
当社の東京センチュリーに対する持分比率は30％から変更ありませんが、種類株の
引受によって、株式数比率が3分の1を超え税金費用が軽減されます。これにより一過性
利益が発生すると共に、今後毎年50億円以上の利益貢献が発生することになります。

これは東京センチュリーの判断で発行された種類株を引受けた結果とご理解ください。
当社としてはACGへの出資との実質セットディールだと捉えています。

加えて、当社は東京センチュリーに3,100億円程のACG株式の購入資金を支払います。
同社はその資金を、FMVリースいわゆるIT機器等のリース、データセンター、蓄電池、

海外モビリティ等への投資や資産の取得に充てることになります。これらの取組みに
伴う利益の30％分も当社は取込み可能です。これらの総合的な取組みによって、
伊藤忠と東京センチュリーがよりその協業を進化させていくこととなります。
利益目標として26年度：160億円、27年度：300億円、5年後目途：500億円とありますが、
こちらは航空関連事業のみの数字です。26年度の160億円にはACG取込利益が
第4四半期のみで30億円含まれ、27年度には160億円、5年後目途には200数十億円が
含まれています。

5年後に200数十億円の利益ではROI8％に達していないと見えるかもしれませんが、
資料にも記載の通り、プラットフォームの中核としてACGを据えることで、周辺事業の
成長を加速させ、その波及効果も含めて5年を目途にROI8%は十分達成できると
考えています。

加えて、種類株の引受によって、東京センチュリーからの利益取込に伴う税金費用の
減少はこのリターンに含めていませんので、一連のセットディールとして考えた場合、
5年を待たずしてROI8％は実現できると考えています。最終的にはROI10％が十分
視野に入る投資と考え、当社として本件の実行を決断しました。

私からの説明は以上です。
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